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研究成果の概要（和文）：教員に対して、食物アレルギー対応講習会を在籍校で開催できる指導者を養成するた
めの講習会プログラムの作成を行った。講習会プログラムは、２部構成とした。講習会の前半部分は、講義とシ
ミュレーショントレーニングについて受講し、後半部分は、受講者が講師となり講習を行い、それに対してフィ
ードバックを行うものとした。
研究期間全体として73名の指導者を養成した。そのうち15名に対して、在籍校で行われた講習会を観察し、受講
生の能力評価を行った。受講生は、大部分で目標を達成できていた。ただし、知識の確認や問題点を明確にする
ことが一部の受講生で不足しており、指導者養成講習会の更なる改善が必要である。

研究成果の概要（英文）：We developed a training program to train teachers to conduct food allergy 
workshops at their schools. The program consisted of two parts. The first half of the workshop 
consisted of a lecture and simulation training, and the second half consisted of the participants 
acting as instructors and giving feedback.
Over the course of the study, 73 instructors were trained. Fifteen of them observed the training 
sessions at their schools and evaluated the competence of the participants. For the most part, the 
trainees were able to achieve their goals. However, confirmation of knowledge and clarification of 
problem areas were lacking for some of the participants, and further improvement of the instructor 
training program is needed.

研究分野：教育工学

キーワード： 指導者養成　アナフィラキシー　食物アレルギー　現職教育　講習会プログラム

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　我々が開発した指導者養成プログラムにより養成された指導者は、症状が出た患者の画像による症状の把握と
実技実習を核とした、アレルギーの基礎知識の習得、アナフィラキシーの判断、学校の構造・構成に即した体制
構築、緊急時対応のながれについての現職教育研修プログラムを、医師が行うと同様のレベルで繰り返行うこと
が可能となった。これにより、万が一、食物アレルギーが発症した場合でも、各学校の体制にあった緊急時の対
応が迅速にできることが期待される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 現代の日本におけるアレルギーは社会的な問題となっており、生活の質（QOL: Quality of 

Life)の低下のみならず、重症の場合は生命の危険を伴う。現在、根治療法は存在せず、アレル

ギーの原因物質であるアレルゲンを周囲から除去すること、また炎症を制御することで症状を

抑制する対症療法が標準的な治療法となっている。学校等（幼稚園、保育園、小・中・高校、特

別支援学校を含む）におけるアレルギー対策も行われているが、その対応に困惑している学校等

も多く、重大な事故には至らないまでも、誤食や救急搬送などのインシデント事例（ヒヤリハッ

ト）は数多く発生している。 

 学校におけるアレルギー対応は食物アレルギーを中心として誤食の防止、またアレルギー発

症後の緊急時対応に分けることができる。前者の「誤食の防止」については、2012 年の誤食に

よる死亡事故（調布市、調布市立学校児童死亡事故検証結果報告書、2013）以来対応が進められ

てきており、対応ガイドラインも充実してきていることから、各学校等でも取り組みが行われて

いる。一方で後者の「緊急時対応」については、重症の場合はアドレナリン自己注射薬の投与と

救急搬送が必要になるものの、一般教職員におけるアドレナリン自己注射薬の使用方法、さらに

緊急時対応の手順などについては認知が低い（村井ら、エピペン®実技指導を加えた食物アレル

ギーに関する講習会は，学校関係者のアナフィラキシー対応意識を改善する、2013）。緊急時対

応をスムーズに行うためには、実技練習やシミュレーショントレーニングなどを用いて、実際に

即したより実践的な現職教育を定期的に行う必要があると考えられる。 

 以上の理由から、管理職が主導、養護教諭が助言を行い、学校ごとにアレルギー緊急時対応体

制の実践的トレーニングができるためのプログラム開発、およびその指導者育成が必要である。

学校等の現場におけるアレルギー緊急時対応の体制構築が困難である大きな理由として、児童・

生徒ごとの個別対応であることに加え、それぞれの学校等に構造、構成が異なるため、細部の統

一的な手順が示しにくいことが挙げられる。学校には学校保健安全法に基づき医療の専門家と

して学校医等が配置されているものの、かならずしも学校医がアレルギーを専門とするわけで

はないといった問題点が挙げられる。 

我々はこれまでに、シミュレーターを用いたアレルギー緊急時対応に関する現職教育プログ

ラムを開発し、主に愛知県下の学校で指導を行ってきた（岡本ら、養護教諭養成課程の大学 3年

生を対象としたアナフィラキシー緊急時対応トレーニングプログラムに関するパイロットスタ

ディの実施、2019）。これまでの研究では、実際に針が出るシミュレーターを用いてアドレナリ

ン自己注射薬を投与する疑似体験できるツールを開発し、これを用いた実技実習と症状が出た

患者の画像による症状の把握を核として、アレルギーの基礎知識の習得、アナフィラキシーの判

断、学校の構造・構成に即した体制構築、緊急時対応のながれについて現職教育研修プログラム

を開発・実践した。この研究により開発した現職教育プログラムは、522 名の受講前後でのアン

ケート調査では、①アナフィラキシーの判断、②注射を打つ判断、③注射手技、④緊急対応手順

の把握の全項目の自己評価で、できない教職員はいなくなり有意に改善していた（表 1）。また、

90 名を対象とした実技試験の結果は、15 項目の判定基準（応援を呼ぶ、救急車を要請する、ア

ドレナリン自己注射器の操作、注射時間の確認等）では、94.4%以上の修得率であり（表 2）、ア

ドレナリン自己注射薬の投与を含めた緊急時対応体制構築に有効であることが示唆されている。

そこで、この現職教育プログラムの普及のためには、指導者を育成する必要である。 



 

 
２．研究の目的 
学校等におけるアレルギー緊急時対体制構築において、現職教育の効果を最大限に引き出す

ためには、関係者が指導者となり繰り返し行うことが重要であると考える。そのため養護教諭等

を想定した指導者の育成プログラムの開発を主目的とする。さらに、指導者が現職教育を行うた

めに必要な支援ツールの開発を目的とする。 
 
３．研究の方法 
 先ず学校で現職教育を行うための支援ツールを開発する。それを用いた講習会指導者養成プ

ログラムの開発を行い、それの基づいた指導者養成講習会を開催する。指導者養成講習会修了者

の在籍校にて、修了者が開催する現職教育を評価する。 

 
４．研究成果 
（１） 現職教育プログラムのツール開発 
令和３年度前半に動画シナリオの作成、スライドの作成を開始し、動画撮影を行った。動画

撮影の内容は、各学校の状況に合わせて指導が可能なように作成した。アレルギーが発症した

場合の対応は、人を集めることが最初であるが、教室でのインターフォン設置の有無により対

応が異なる。そのため、教室にインターフォンがある場合とインターフォンがない場合の対応

動画を作成した。それに加え、教室外で生じた運動誘発アナフィラキシー対応の動画を作成し

た。また、前半より指導者養成講習会受講に必要な資格の検討と指導者講習会のアウトカムの

設定を行った。その結果、資格として望ましいのは、①養護教諭で経験３年以上または教員経

験５年以上、②食物アレルギーの基礎知識がある、③学校でのアレルギー症状の対応経験があ

ることとなった。また、指導者講習会のアウトカムは、①食物アレルギーの基礎知識を説明で

きる、②食物アレルギーの主な症状を紹介することができる、③エピペンⓇの使用方法を指導

することができる、④シミュレーション研修を実施することができる、とした。 

講習会プログラムで使用するスライドには、保護者および本人の承諾を得て、発症時の症状

の実際の画像（紅斑、蕁麻疹、結膜浮腫、口唇浮腫など）を使用したり、嗄声、犬吠様咳嗽、

喘鳴の音声を使用したりした。内容（表１）は①食物アレルギーの基礎知識。症状・対応、②

エピペンⓇの使用方法（失敗しても100%成功する打ち

方）、③シミュレーション研修の行い方（振り返りを中心

に）とした。講習会プログラムは２部構成とし、前述の

内容の①～③を１部は参加者が受講生となり、２部は受

講生が講師となり他の受講生に講習を行うことを基本と

した能動学修の形態をとった。全てのスライドには在籍

校で実施できるようにノートに強調するポイントと読み



原稿を記載した。 

食物アレルギー対応講習開催に必要な能力は、The International Board of Standard 

Training, Performance and Instruction (ibstpi)のInstructor Competenciesより、この講習

会の指導者に適応したものを抽出した。これを基に指導者評価ルーブリックの作成を行った。

評価項目は、大項目として、①指導方法と準備ができる、②指導方法と方略を有している、③

学習者評価とコース評価を行える、④コース運営ができる、を抽出した。大項目の下に１～５

項目程度の中項目を抽出し、それぞれ、「よくできる（S）」、「できる（A）」、「あまりできない

（B）」、「できない（C）」の評価を設定した（表２）。 

表２ 指導者評価ルーブリック 

 
（２） 指導者養成講習会の実施 
指導者養成講習会は8回開催した（表３）。第１回はαテストとして6名の参加者で行った。
作成したプログラムが運用できることを確認した。第２回はβテストとして 16 名の参加者
を対象に行い、第 2 部で参加者は 1 グループ 8 名に分れ実施することが可能なことを確認
した（表４）。 

 
αテストβテストを含めた指導者養成講習会で 73 名の指導者を養成した。受講生 73 名の
所属先の内訳は、小学校 37 名、中学校 21 名、高校 7 名、特別支援学校 3名、教育委員会・
教育事務所 5 名であった。教員歴は、1～5 年 17 名、6～10 年 12 名、11 年～15 年 10 名、
16 年～20 年 10 名、21 年～25 年 8 名、26 年～30 年 6 名、31 年～35 年 10 名であり、平均
16.0 年であった。指導者講習会終了時、受講生全員にアンケートを行った。その結果、「講
習会の目的」と「講習会の到達目標（アウトカム）」は、それぞれ 100%と 99%が「理解でた」
と回答した。第１部講習会の内容の、「食物アレルギーの基礎知識・症状・対応」、「エピペ
ンⓇの使用方法」および「シミュレーション研修の実施について」は、全ての内容に対し全
員が「大変よく理解できた」または「理解できた」と回答した。第２部実践では、「食物ア
レルギーの基礎知識・症状・対応」（表５）、「エピペンⓇの使用方法」（表６）および「シミ
ュレーション研修の実施について」（表７）について、それぞれ、99%、100%および 81%の参
加者が「完璧にできる」または「完璧ではないができる」と回答した。 

 
（３） 養成した指導者の評価 
受講者 73 名中、研究期間内では 15 名の受講生を在籍校で講習会を実施している場に赴
き、評価を行った。 



 評価表の大項目「１．指導計画と準備ができる」の「①指導方法と指導手段の計画が立てられ
る」と「②指導の準備ができる」は、全員が「よくできる(S)」または「できる(A)」であった。
大項目「２．指導方法と方略を有している」の「①学習者のやる気と参加を促すことができる」、
「②コミュニケーションができる」、「③プレゼンテーションが実施できる」、「④ 質問ができる」
および「⑤問題点を明確にし、フィードバックができる」（表８）の「よくできる(S)」または「で
きる(A)」の割合は、それぞれ、100%、100%、93%、93%および 80%であった。大項目「３．学習者
評価とコース評価を行える」の「①知識の評価ができる」は、53%が「評価不能(N/A）、20%が「あ
まりできない(B)」または「できない(C)」であった（表９）。「②実技の評価ができる」は、全員
が「よくできる(S)」または「できる(A)」であった。大項目「４。コース運営ができる」の「①
学習および実技演習の環境整備ができる」は、全員が「よくできる(S)」または「できる(A)」で
あった。 

 
（４）今後の展望 
 研究結果から、食物アレルギー対応講習会を在籍校で実施するための大部分の能力養成は可
能であった。ただし、「問題点を明確にし、フィードバックする能力は 20%の受講生で到達でき
ておらず、プログラムの改訂が必要である。また、「学習の評価ができる」能力は、54%の指導者
養成講習会受講者が在籍校で実施できておらず、学習の評価ツールや媒体の開発が必要である。 
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